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北海道知事 鈴 木 直 道 様

２０２２ 北海道予算編成及び

道政執行に関する要望・提言

２０２２年１月３１日

北海道議会 民主・道民連合議員会

会 長 北 口 雄 幸

１．行財政運営の確立について
１ 新型コロナウルス感染症は、今年に入り新たな変異株（オミクロン株）の出現により、

本道においても爆発的なスピードで感染拡大が進み、依然として収束が見えない

が、そうした状況においても行政サービスの質の低下を招かないよう、道庁職員が

意欲を持って働くことができる職場づくりなどを構築するため、実効ある「Ｓmart道

庁」の推進に一層取り組むこと。

２ 財政運営について、「行財政運営の基本方針」では、収支不足額の解消に向け、

歳出削減・効率化に取り組むとしているが、行政サービス水準の低下や労働環境の

悪化を招く削減一辺倒の取組ではなく、長期化する新型コロナウイルス感染症が道

民生活に及ぼす影響も考慮し、機動的に感染症対策や経済対策を講ずるなど状

況に応じた柔軟な取組とすること。

３ 新型コロナウイルス感染症の影響により、政策推進に様々な影響が生じていること

から、引き続き、コロナ禍の影響等を踏まえた政策評価、検証を実施し、道政を取り

巻く環境や道民の意識の変化を踏まえ、スピード感を持って的確に対応すること。

４ 「行財政運営の基本方針」の推進にあたっては、掲げる目的や効果の達成度を随

時、把握・検証しながら取り組むこと。また、行財政運営の状況について、道民へ分か

りやすい情報公開をより推進すること。

２．新型コロナウイルス感染症対策に係る取組等について
１ これまでの他の変異株より伝播（感染）力が強いとされるオミクロン株は、本道にお

いても驚異的なスピードで感染拡大が続いている。道民の健康と財産を守り、無用

な混乱や不安を招かないため、「第４波」、「第５波」の経験と実績を踏まえ、今回の

要請以降も新たな感染拡大が発生した場合は速やかにまん延防止等重点措置な

どを国に対して要請すること。
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２ 新年度も収束に向けた新たな対策を講ずるため、医療、介護、福祉分野における

財源を十分に確保すること。取り分け、医療・介護従事者を支援するため、医療機関

等に対して強力な財政支援を行うこと。また、医療機関・介護施設や保健所の危機

管理体制の充実、あるいは提供するサービスの質を低下させないため、医師や看護

師、保健師、介護職をはじめとする専門職のさらなる増員と業務の見直し、処遇の改

善、施設、設備等の拡充をはかるとともに、将来に向け人材の育成に取り組むこと。

３ 国は、医療機関や保健所の負担を軽減させるため、医療機関を受診せず自宅療

養を可能とする方針を発表したが、自己によるウイルス検査の確実な実施や検査精

度の確立など課題も多い。実際に運用するかの判断は、自治体に委ねられている

が、判断するに当たっての運用面での具体的な留意点などを示すよう国に求めるこ

と。

４ 医療機関や介護・障がいサービス事業所等をはじめ、許可保育園等の保育士、警

察官・消防士などのエッセンシャルワーカーについては、クラスター発生を防ぎ事業

継続に資する観点から、全額公費で定期的なＰＣＲ検査、あるいは抗体定量検査を

実施すること。また、待機期間の短縮対象職種は感染状況を踏まえ、自治体が判断

するとされており、地域間において極端な格差が生じないよう、必要に応じて道も助

言等を行うこと。

５ ＰＣＲ等検査無料化事業について、計画では実施事業所数を全道７００か所として

いたものの１月２８日現在、２９６か所の開設に止まっている。検査を必要とする道民が

安心して受検できるよう実施事業所登録を加速させるとともに、１事業所あたりの検

査件数も拡充をはかること。

６ 新たな変異株（オミクロン株）感染が急増し、再び本道経済が厳しい状況に陥るこ

とが大いに懸念される中、飲食店の第三者認証制度やワクチン・検査パッケージと

言った行動制限緩和策を講じることにより、感染対策と社会経済活動の回復に向け

た取り組みを進める場合は、その運用に関して矛盾や齟齬などが発生しないよう十

分に精査した上で、取り組むこと。

７ 新型コロナウイルス感染症は、収束の兆しが見えかかった矢先、第６波とも言える

再拡大が猛威を振るいその勢いは、止まるところを知らず、全道各地に波及してい

る。コロナ禍では、道民はもとより、あらゆる事業分野に多大な影響を及ぼすことか

ら、コロナ収束後を見据え切れ間のない政策を機能的かつ的確に執行するための

組織横断的な組織を創設することが必要であり、次年度組織機構改正において前

向きな検討を進めること。

８ 道は、新型コロナウイルス感染症については、これまで対策の検証を二度（令和２

年９月７日、令和３年９月１３日）にわたり取りまとめてきたが、北海道新型コロナウイル

ス感染症対策有識者会議における指摘ないしは改善を求められた事項が、必ずし

もその後の感染症対策に十分反映され、政策が講じられているとは言い難い。充分



- 3 -

な分析の上で速やかな追加検証を行い、その結果を政策に反映すること。また、政

策決定の透明性をはかるとともに、道民や事業者からの協力を得るための観点から

も、対応・対策の進捗状況を速やかに公開すること。

９ 新型コロナウイルスの新たな変異株（オミクロン株）は、ワクチンを２回接種した後で

も感染（ブレイクスルー感染）が確認されていることから、政府は、３回目のワクチン接

種（追加接種）を進めている。また、今月13日には前回からの接種期間の前倒し方針

も示されたところだが、市町村単位の詳細な配分量や日程が示されず、また、１２歳

未満の小児への接種も不明であり、各自治体は、具体的な準備に取りかかれないの

が現状である。迅速かつ円滑な接種に向け、道が調整役を果たすとともに、接種の

加速化をはかるため、接種状況を踏まえ、道も大規模接種会場を再開すること。

10 飲食店や宿泊業をはじめ、それらに関連する様々な業種は、感染拡大の沈静化

に伴い対前年比において売り上げが好転した事業者もいるが、これからという中で、

感染力が強い新たな変異株（オミクロン株）の出現により、感染状況によっては再び、

営業自粛や時短要請への失望感や不安に苛まれ、事業者や労働者の死活問題が

再燃する恐れがあることから、実態に見合った経済支援を幅広い事業分野に対して

講ずること。また、地域経済の回復に向けては、民間資金の活用も含め民間企業と

連携・協力し、社会的課題や経済活動を適切に動かし解決に導くこと。

11 雇用調整助成金及び休業支援金・給付金の特例措置については、申請期限が延

長となってはいるものの、次年度以降の対応が不透明な現況であり、コロナ禍の影

響を最も受けやすい非正規雇用や低所得者・女性など生活困窮者の生活実態や

雇用情勢を鑑みて、雇用・所得の環境改善に向けた支援の継続を国に強く求める

こと。

12 中小企業に対する持続化給付金及び家賃支援給付金については、「終了ありき」

ではなく、感染状況や経済動向に応じ柔軟に対応するよう国に強く求めること。

13 感染者や医療従事者とその家族に対する偏見差別や誹謗中傷、また雇い止めや

解雇、さらには自殺者の急増など、あってはならない事態が未だに後を絶たないこと

から実効ある対策を講じること。

14 道は昨年12月に新型コロナウイルス感染症の第６波への対応として新たな指針と

なる５段階別のレベル分類を導入したが、現下のオミクロン株の爆発的な感染拡大

に伴い病床のひっ迫が大いに懸念される。飲食店への要請なども避けられない事態

が十分考えられる。第４波や第５波の時のように後手に回る対応は繰り返してはなら

ない。経済や社会の影響を最小限に食い止めるため、最悪の事態を想定した先手、

先手の対応を講ずること。



- 4 -

３．地方創生の推進について
１ 昨年末に改訂した「第２期北海道創生総合戦略」については、新年度において、改

訂版に掲げる５つの重点戦略プロジェクトが目的達成に向け着実に実践されるよう

具体的な施策に着手することとともに、人口減少というかつて経験のない事態をオ

ール北海道で取り組むため、効果的な情報発信による戦略の共有化を推進するこ

と。

２ 道では、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成に向けた施策の推進に向け2018年

12月に「北海道ＳＤＧｓ推進ビジョン」を策定し、当該ビジョンに沿って多様な主体と連

携・協働し、北海道全体でＳＤＧｓの推進をはかることとしているが、一方でＳＤＧｓの

認知度を高めることが第一義的には優先すべきと考える。まずは、あらゆる機会・媒

体を通じて普及・啓発に積極的に取り組むこと。

４．経済と雇用対策について
１ 中小・小規模企業における事業継続については、コロナ禍の影響拡大により休廃

業の増加傾向に一層の拍車がかかることが懸念されることから、金融機関や産業

支援機関とも連携し、事業の継続と雇用の安定に向けた対策を講ずること。また、札

幌商工会議所が国から委託を受けた「北海道事業承継・引継ぎ支援センター」の周

知徹底と利用促進をはかること。

２ 長期化する新型コロナウイルス感染症の影響による解雇や雇い止めなど雇用情

勢を悪化しないため、コロナ禍に名を借りた不合理・不適切な事案に対しては関係

法令に照らし合わせ厳正に対処し、雇用の確保と安定に取り組むこと。

３ 基幹産業である一次産業や食品加工業などでは、人口減少や少子高齢化の進

展、加えて、コロナ禍の影響により新たな外国人技能実習生を受け入れることがで

きないなど、人手不足が深刻化していることから、地域からの人材流出の防止、道内

外の人材確保や育成に取り組むこと。

４ すべての外国人労働者の権利を確保し、適正な就労環境のもとで働けるよう、北

海道労働局や外国人実習機構、各業界団体と連携し、適正な雇用管理や在留管

理についての周知・啓発等を行うこと。

５ ２０２１年３月から引き上げられた障がい者の法定雇用率については、民間の障が

い者雇用ゼロ企業の実態を踏まえた丁寧な支援を行うこと。また、雇用のあらゆる場

面で適切な合理的配慮がなされるよう、必要な対策を講ずること。

６ 本道の観光施策はインバウンド主体の政策により、右肩上がりの成長を見せてきた

が、長期化するコロナ禍の影響により需要回復の見通しは立っていない。コロナとの

共生時代を見据え、新たな発想で、新たな時代に相応しい観光施策を展開するこ

と。
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７ 観光産業が本格稼働するまでの間、それぞれが持つ技能や特性を活かせるよう、

他業種での就労や副業などの場をマッチングさせ、観光産業等で働く人の雇用の

確保と維持に取り組むこと。

８ 法定外目的税の導入については、コロナ禍における観光業界の実情を踏えた上

で、ポストコロナ時代を見据えた観光振興税のあり方を再検討し、将来にわたる安定

した観光財源の確保を目指すこと。

９ カジノを含めた統合型リゾート（ＩＲ）構想については、現職国会議員の逮捕や民間

企業代表者の在宅起訴などにより、事業に対する道民の不信感はさらに増し、また、

現下の状況を踏まえるならば、今後の展望を再検討する必要がある。次期区域認

定を見据えた税金の投入は、道民の理解を得られないことから、誘致を断念するこ

と。

10 建設産業は、社会資本の整備や災害対策など、地域の安全・安心な生活の維持、

確保に重要な役割を果たしている。近年は、従事者の高齢化とともに、慢性的な担

い手不足が続いており、業界が社会的な役割と責任を果たすために、道として、より

効果的な取り組みを推進すること。

５．医療・福祉政策について
１ 社会保障費については、財政健全化の中にあっても、必要な社会保障サービスが

利用でき、新型コロナウイルス感染症対策などを含め、すべての人の生活が保障さ

れるよう必要な財源を確保すること。

２ 地域医療の確保については、新型コロナウイルス感染症拡大が再び長期化の様

相を呈しており、効率化だけで議論を進めるべきではない。迅速かつ円滑な感染症

対策をはじめ地域の実情を勘案しながら、圏域全体で必要な医療を確保するという

視点に立った議論を行うこと。

３ 医療・介護サービスが確実に利用し続けられるよう、医療機関・介護サービス事業

所等の事業継続のための支援を適時適切に講じること。

４ 「介護離職ゼロ」の実現にあたっては、介護人材の確保が喫緊の課題であり、コロ

ナ禍による人材流出に歯止めをかけるため、働き方に見合った処遇の改善策を講じ

ること。

５ 待機児童の早期解消のため、質の高い保育所等の整備とともに、幼稚園教諭・保

育士・放課後児童支援員等の抜本的な処遇改善と研修やキャリアアップの仕組みの

構築と確実な実施により、幼児教育・保育の質の向上及び人材の定着と確保、ディ

ーセント・ワークを実現すること。
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６ 市町村における子育て世代包括支援センターによるアウトリーチ型の相談支援体

制を促進するとともに、働くひとり親にも利用しやすいよう、母子保健サービスと子育

て支援サービスがワンストップで提供できる体制整備を支援すること。また、地域子

育て支援拠点においては、親の就業や社会参加支援につながるサービスの提供と

支援内容の充実をはかること。

７ 児童虐待の防止、被害児童の早期発見と安全確保に向けて、オレンジリボン運動

や児童相談所全国共通ダイヤル（１８９）の周知促進などの住民啓発、官民が緊密

に連携し、複雑な背景事情を持つ児童虐待に、きめ細かく対応するための体制強化

とともに、職員の増員を上回るペースで増え続ける虐待件数に対応するため、さら

なる専門職の増員、研修の充実、待遇面での改善をはかること。また、児童相談所

における一時保護所の体制強化や里親の支援・育成を推進すること。

６．防災・減災対策について
１ 胆振東部地震の発生から３年以上が経過したが、今なお心の傷は癒えず、生活再

建に不安を抱いている住民は少なくない。復旧・復興支援事業については、機械的

に完了するのではなく、地域の実態に則し、住民の心や生活に寄り添った施策を継

続すること。

２ 近年、大規模土砂災害が全国各地で発生しており、北海道においても多くの危険

箇所が存在している。また、昨年７月に静岡県で発生した土石流による甚大な被害

を踏まえ、盛土の調査が実施されたが、調査結果に基づき、災害の危険性が顕在

化した箇所には、適切な対策や是正措置を講ずること。さらに警戒区域等の指定作

業を早急に進めるとともに、引き続き、市町村支援や住民への土砂災害に対する理

解の向上に取り組むこと。

３ 根室沖での巨大地震の可能性が指摘されている。これまでの防災総合訓練や胆

振東部地震の災害検証を踏まえ、具体的な防災・減災の目標値を設定し、官民一

体の取り組みを強化、推進すること。

４ 「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別

措置法」を「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」と同

等の法制度の整備により、財政支援の強化を国に強く求めること。また、道内地域ご

との被害想定を早期に示し、市町村が講じる対策に必要な支援を行うこと。

５ 地震や集中豪雨などの自然災害は、いつ、どこで発生してもおかしくない現状から

防災意識の醸成に取り組むとともに、災害弱者と言われる高齢者、障がい者、子ど

も、疾患のある人、外国人などの移動手段の確保を含む避難計画の早期策定に向

けた市町村支援、加えて、積雪寒冷期の避難や感染症対策も含めた避難所の設置

・運営について、十分な検討と対策を講じること。周囲への遠慮をせずに避難所で

生活できる体制を整えるための支援を強化すること。
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６ 自治体における原子力防災計画と医療機関・福祉施設を含めた避難計画の実効

性の検証と確保を行うこと。また、「日本海沿岸津波浸水想定」を踏まえ、避難所及

び避難経路をはじめとした避難計画、退避等措置計画等の検証と必要な見直しを

はかること。加えて、「地域原子力防災協議会」において改めて避難計画の妥当性

及び実効性を継続的に検証すること。

７．地域交通政策について
１ ＪＲ北海道に対する経営支援について

（１） ＪＲ北海道に対する経営支援について、昨年、国は2030年度までの支援を約

束し、今後３年間で総額1,302億円の巨額を投じることを決定した。鉄道網の維持

には、国や道にも責務がある。支援は、赤字補填ではなく、増収に繋がる前向きな

取組に使うべきであり、ＪＲの徹底した経営努力を前提とした受け身姿勢ではな

く、道としてもＪＲ北海道の経営を支えるため積極的に役割を果たすとともに、引き

続き、国に対してさらなる支援をオール北海道で取り組むこと。

また、ＪＲ函館線の存廃については、知事がリーダーシップを発揮し、調整役を

果たすこと。

(2) 青函トンネルの維持・管理について、ＪＲ北海道の経営安定を念頭に、北海道

新幹線整備の推進とあわせ、中長期的な改修計画と財政措置を講ずるよう国に

求めること。

(3) 新千歳空港駅のスルー化について、新千歳空港へのアクセスを飛躍的に高

め、道南・道東からのアクセス改善はもとより、道内空港の一括民間委託の効果拡

大に大きく貢献することから、空港アクセス鉄道の抜本的改良を行うこと。

２ 北海道エアポート（株）は道内７空港の運営事業を一括委託しているが、コロナ禍

の影響により極めて厳しい経営環境に直面していることから、必要に応じて、道とし

ても支援や関係先への働きかけを行うこと。

３ 「北海道十勝MaaS実証実験」の結果を踏まえ、現在、ひがし北海道エリア、道南エ

リアで展開している「シームレス交通戦略」については、実証結果の実績を踏まえ、交

通事業者、行政、経済団体、住民等による幅広い参加と協働により、効果的な本格

的実施に向けさらなる実証、検討に取り組むこと。

４ 災害・震災時における物資や人員輸送を確保するため、トラックや鉄道、フェリーな

ど各モードの特徴を活かした複合一貫輸送の推進、物流の役割を考慮した道路網

の整備や鉄道ネットワークの維持に向けた取り組みを講じるとともに、災害発生時に

おける物資の円滑な流通のため、物流の基幹的広域防災拠点を整備すること。
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８．環境政策について
温室効果ガスの削減は、市町村、事業者、道民の幅広い連携・協力が不可欠であ

り、知事には、指導力の発揮が欠かせない。２０２１年度から本格化した「ゼロカーボン北

海道」の実現に向けた取り組みを着実に進めること。さらに、再生可能エネルギーなど

多様なエネルギー源を、費用対効果を勘案しつつ活用することが求められることから、

排出者による排出削減への取組を加速させるために、さらなる啓発、技術開発と普及

に向け、あらゆる資源の投入や支援を行うこと。

９．農林水産業の振興について
１ 農業政策について

（１） 日本の農業・農畜産物は、この数年の間に大きな国際貿易協定が立て続けに

発効され、際限のない自由化へと突き進んでおり、本年１月にはＲＣＥＰが発効さ

れた。政府は農業の影響は「特段ない」としているが、今後、見極める必要がある。

食の安全保障と食の安心・安全の確保、農林水産及び関連産業への影響を回

避するため、生産者をはじめ道民の不安に向き合い適切な説明を行うとともに、

正しい影響試算をもとに生産基盤強化と所得増につながる政策を展開すること。

(2) 第６期北海道農業・農村振興推進計画が昨年３月策定され、10年後の姿を表

す「総合指標」が設定された。農業産出額は、18年比８％増の1兆3，600億円に、道

内食料自給率は、カロリーベースで72ポイント増の268％、国内自給率が、30％台

に落ち込む中、意欲的な目標設定ではあるが、１年目から深刻なコメ余り状態に

よる米価の下落、生乳の需要減など目標達成を脅かしかねない状況が散見す

る。新型コロナウイルス感染症の長期化により雇用構造も市場動向も変化する

中、農業関係者の対応だけでは限界があり、オール北海道で臨む態勢を整える

とともに、基盤整備や人材確保はもとより、ＩＴを活用した省力化、物流の強靭化な

どに関係団体等との連携のもと、取り組みを強化すること。

(3) 産地生産基盤パワーアップ事業については、農業の国際競争力の強化と生産

体制の一層強化をはかる必要があることから、中長期的に継続し、必要な予算を

確保すること。

(4) 今シーズンは、今日まで道内では殺処分に至るような事案は発生していない

が、高病原性鳥インフルエンザ及び豚熱等の家畜伝染病については、侵入リスク

を低減させるため、徹底した水際対策並びに侵入防止体制、防疫措置の充実強

化をはかること。また、万が一、発生した場合には、産地のイメージが傷つき風評

被害を起こさせないよう所要の対策を速やかに講じること。加えて、家畜伝染病

発生時に対応する獣医師は慢性的な欠員状態にある中、道内のみならず他県

での対応などにも派遣されている。獣医師の人材確保・人材育成についても取り

組みを強化すること。
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２ 林業政策について

（１） 「ウッドショック」により国産材の需要が高まった一方で、スギ材の需要が伸びる道

外とは対照的に道内では建材生産に必要な乾燥機が不足するなど、基盤整備

が整っていないことから、簡単に増産できない背景がある。一方で、輸入材の値

下がりを懸念し、設備投資に二の足を踏む製材業者も少なくない。需要拡大に向

けた生産基盤などの総合的な対策、支援を講ずること。

（２） 人手不足により、山元から原木を急に増やせない側面もある。コロナ禍において

一時落ち込んだ輸出が回復し、梱包材の需要が戻ったものの、道外のスギ材と道

産材には価格格差が生じ、この価格差が原木の道外流出に繋がることが懸念さ

れる。良質な原木の道外流出が続けば、道内の林業は衰退する恐れがある。都

道府県別で素材生産量が１位であることを生かし切れない現状を踏まえ、収益

性を高めることによる働き手に魅力ある産業化に取り組むと同時に、人材を育

成、確保、持続可能な林業・木材産業の基盤整備をはかること。

（３） 森林環境譲与税は、譲与基準の３割が人口比とされ、総体的に人口の多い大

都市に大きく配分される傾向が見られる。制度創設の趣旨を踏まえ、森林整備や

道産材の利活用、人材育成など地域経済の活性化に資するよう、地域の取り組

みを支援すること。

（４） 本年度は、現行の北海道森林づくり基本計画の５年目に当たり、計画の見直し

が進められている。木材の安定供給だけでなく、地球温暖化対策や治水など、林

業が果たしている役割は大きい。現状における課題解消に向け、森林資源の循

環利用の推進、それを下支えする木育の推進に取り組むこと。

３ 水産業政策について

（１） 「第４期北海道水産業・漁村振興推進計画」を着実に推進し、栽培漁業の推進、

不漁に伴う漁業者・水産加工業者に対する経営支援、水産物の輸出拡大、地場

企業における水産加工機械の開発と輸出支援、観光業との連携を進め、地域の

雇用創出に取り組むこと。

（２） 計画的に資源管理に取り組む漁業者を対象とする「漁業共済・積立プラス」の

加入率向上、漁業経営セーフティネット構築事業における積立への新規加入者の

拡大を支援し、漁業従事者の所得確保並びに持続的かつ安定的な漁業経営の

確立をはかること。

（３） 道東の太平洋沿岸を中心とした赤潮被害については、ほぼ収束したとみられて

いるが、政府が示した赤潮被害対策については、ウニ漁業者が強く求める数年間

の長期支援は不透明な状況にある。道は、漁業者のみならず一体となって水産

業を支えてきた加工業者も含め、早急に長期的な支援の実現を国へ働きかける

こと。
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10．エネルギー政策について
１ 省エネルギー・新エネルギーについて

（１） 「北海道省エネルギー・新エネルギー促進条例」においても位置づけている通

り、原子力発電は過渡的エネルギーとし、再生可能エネルギーや省エネの積極的

な推進を前提として、中長期的に低減させ、最終的には原子力エネルギーに依

存しない社会を実現すること。

(2) 「北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画【第Ⅲ期】」については、推

進体制として知事をトップとする部局横断組織と産業、経済、金融機関などの関

係団体等と協議する場を設置し、新エネ・省エネを含むゼロカーボンの実現に向

け、施策に取り組むこととしている。２０３０年に目指す姿が達成できるよう道内自

治体や企業、ＮＰＯ、一般家庭などを巻き込みながら精力的に取り組むこと。

(3) 道では、新エネルギーのさらなる導入加速化を図るため「北海道新エネルギ

ー導入加速化基金」を創設し、地域におけるエネルギーの地産地消への支援を

強化している。この基金を有効かつ積極的な活用を促し、地場産業や雇用の創

出がはかられ、また、災害時を含めエネルギーが安定的かつ適切に供給されるよ

う、地域の特色を活かした地域分散型電源の普及の促進と多様な再生可能エネ

ルギーの導入をめざす市町村の取り組みを積極的に支援すること。

２ 幌延深地層研究計画については、成果の有無に関わらず、２０２８年度で研究は終

了し、三者協定に基づき施設を埋め戻すことを、明確に機構側に書面で確約を得

ること。併せて、研究の終了と終了後に係る具体的な工程を、「第４期中長期計画」

に明記させるよう、国や関係機関に強く働きかけること。

３ 高レベル放射性廃棄物最終処分場選定に向けた第一段階である文献調査は、

今年の１１月に終了の目処とされる丸２年を迎える。概要調査に移行する際は、「北

海道における特定放射性廃棄物に関する条例」を遵守すること。また、最終処分場

の選定問題は、一自治体ではなく、北海道全体の問題として捉えることが肝要であ

り、道は、道民意識の醸成と世論喚起に向け、積極的かつ継続的に取り組むこと。

１１．人権等政策について
１ 北海道人権施策推進基本方針については、その施策の展開方向などに沿って点

検を行い、可能な方策について検証を加えながら、道の計画や施策に反映するとし

ている。人権が尊重される地域社会の実現に向け、点検結果等を踏まえ、可能なも

のから取り組みを進めるとともに、毎年度、その状況を確認すること。

２ 新型コロナウイルス感染者や家族、エッセンシャルワーカー、あるいは様々な事情で

ワクチンを接種できない方に対する差別や誹謗中傷に対しては、再発防止のため

改正特措法に基づく実態の把握や啓発活動などに粘り強く取り組むこと。また、イン

ターネット上の誹謗中傷等については、関係機関と連携し、積極的に対策を講ずる
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こと。さらに、全国の各自治体では、コロナに関する差別を禁止する条例制定の動

きが広がっている。対策を講じていても、誰でも感染する可能性があり、中傷を恐

れ、感染を隠蔽することに繋がりかねない。道としても条例制定に向け検討を本格

化すること。

３ ＳＤＧｓの５つ目の目標「ジェンダー平等の実現」に積極的に取り組むこと。

また、少子高齢化の急速な進展、人口減少社会が目の前に迫る中、持続的成長

の実現と地域社会の活力を維持するための男女平等参画社会の実現に向け、男

女平等参画計画の策定は、極めて重要である。道は未策定の市町村に対し、市町

村の事情や地域の状況に配慮しながら早期策定に向けた働きかけを行うこと。さら

に、施策の方向の項目ごとの目標が目標年次に達するよう、引き続き、関係部局と

の連携を強化すること。

４ ２０１７年の改正育児休業法により妊娠・出産、育児休業、介護休業などを理由とす

る就業環境を害する行為を防止する措置が義務化されていることから、経済団体

や業界団体に周知・啓発を行い、育児休業等に関するハラスメントの防止措置を行

うこと。

５ パートナーシップ制度は、性的マイノリティ当事者のみならず、社会全体おいても多

くのメリットを創出すると考えるが、道内自治体における導入状況は、札幌市が制定

済み、江別市が今年度中に制定の予定となっているものの、全国の導入率（８％）と

比較しても低調な結果となっている。当事者は、市町村への後押しも含め、道の強

い指導力に期待しており、導入促進に向け、道がリーダーシップを発揮するととも

に、併せて道自身が、早期の制度導入に取り組むこと。

１２．アイヌ政策の推進について
国のアイヌ文化復興・発展拠点である「民族共生象徴空間（ウポポイ）」は開業から７

月で丸２年を迎えようとしている。昨年は、民放でのアイヌ民族に対する差別的な放

送、インターネット上のアイヌ職員に対する誹謗中傷が続いた。これらの背景には明治

以降の国の同化政策など負の歴史と先住民族への認識不足がある。だからこそウポ

ポイには、正しい情報を発信し、アイヌ民族への理解を深める重要な役割があることか

ら、コロナ禍ではあるが、関係団体との連携を強化し、道としての立場から未来志向に

よるアイヌ政策を推進すること。

１３．北方領土返還の取り組みについて
領土交渉の事実上の後退に加え、コロナ禍の影響により、２０２０年度に続いて２年連

続で四島交流等事業が中止となったことは極めて残念だ。元島民の高齢化が進む

中、次年度、再開に向け関係機関へ積極的に働きかけを行うこと。

また、知事は、引き続き、四島返還を訴えていく考えを示したが、一方、岸田首相は、
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施政方針演説の中で、事実上の二島返還へ方針転換したシンガポール会談を含め２

０１８年以降の首脳間のやり取りを引き継いで粘り強く交渉すると述べた。交渉の先行

きは見えてこないが、今後も世論喚起に取り組むとともに、四島返還に向けた対ロ外

交交渉の一層の加速化に向け、さらに国への働きかけを強化すること。

１４．教育課題について
１ 「給特法」及び「給特条例」の改正により、時間外在校等時間の上限が「月45時

間、年360時間」と定められたが、依然として法の趣旨を逸脱する勤務環境に置か

れている。学校における働き方改革は、継続して不断の見直しが必要で、実効性あ

る業務の削減策を具体的に示し取り組むとともに、特に時間外在等校時間を早期

に公表し、働き方改革の推進に繋げること。

２ いじめ問題については、依然として認知件数は相当数に上る。最近では、学校側

の不誠実な対応によりいじめと認知するため時間を要した事例や学校で配付され

たタブレット端末による「ネットいじめ」も起こっている。現場では、いじめプログラムを作

成し対応しているが、きめ細やかに対応する人員が圧倒的に不足している。いじめ

問題に対する職員定数の増員、ＩＣＴ支援員の確保に取り組むこと。

３ ヤングケアラーへの支援については、条例の制定作業が進められいるが、制定が

目的ではない。まず、当事者がヤングケアラーであることを自覚できるよう普及啓発

・理解促進をはからなければならない。その上で、当事者が臆することなく、ためらわ

ずに相談できる環境づくり、関係機関が一体となった支援体制の構築など、条例に

基づく実効ある対策（運用）を速やかに講ずること。

４ 私立学校等管理運営対策費補助金における北海道単独措置額を増額し、私学

に対する財源措置を強化・充実すること。

以 上


